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計測事業は、モバイル市場向け開発用計測器需要がアジアを中心に堅調に推
移しました。スマホベンダーによる製造用の計測器需要は、中国を中心に設備
増強の動きが継続しており、競合との競争が厳しくなる状況の中で前年度並み
の実績となりました。ネットワーク・インフラ市場向け計測器については、基地局
建設・保守用計測器需要が第１四半期に比較して回復傾向となりましたが、光・
デジタル計測器では競争が激化しています。

産業機械事業は、海外市場は堅調に推移しましたが、日本市場では前年比で
減収となりました。また、海外展開加速のための投資や、新製品開発投資を積
極的に行いました。
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グループ全体の受注高は前年同期比３％減の４８９億円。売上高はほぼ前年
同期比並みの４８０億円となりました。

営業利益は前年同期比２７％減の４６億円となりました。この主な要因は、計測
事業・産業機械事業ともに開発投資を強化していることと、計測事業において
昨年1年間にわたり強化した海外顧客に対応するための費用が増加したことに
よります。

当期利益は、前年同期比１９％減の３５億円、包括利益は、前年同期比９％減

の５１億円となりました。



第２四半期の受注高は計測事業が前年同期比１％増の１８３億円、産業機械
事業が前年同期並みの４６億円、グループ全体では２５２億円となりました。

計測事業ではモバイル開発用需要で一部の顧客に投資抑制が見られたこと、
またTD-LTE製造用の計測需要が想定より遅れていることから、当初予定した
受注水準を下回りました。

なお、受注残高はグループ全体で１８４億円、計測事業で１４０億円であり、い
ずれも前年同期を上回る水準となっています。
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計測事業の売上高は、ほぼ前年同期比並みの３６７億円、営業利益は同２３％
減の４７億円で、営業利益率は１２．７％となりました。

売上高はモバイル開発需要が堅調に推移したことにより、ネットワーク・インフ
ラ市場、エレクトロニクス市場での鈍化をカバーし前年並みとなりました。営業
利益については、研究開発投資の拡大や海外での販売費の増加により減益と
なりました。

産業機械事業は、海外市場は堅調に推移したものの、日本市場での減収によ

り、売上高は前年度から減収となる７７億円となりました。また、研究開発
投資と海外展開投資を進めた結果、営業利益は１億円となりました。



第２四半期の売上高は、連結が２５８億円、計測事業が１９１億円でした。

第２四半期の営業利益率は、連結で１２．４％、計測事業が１４．２％となりまし
た。
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地域別売上高推移としては、第１四半期に続きアジア・ＥＭＥＡで堅調だったも
のの、日本・米州では前年同期比で減収となりました。

日本では、計測事業のモバイル市場向け需要は前年度同期を上回りましたが、
その他の市場でお客様の投資抑制傾向が継続しました。

米州の減収の主な要因は次の２点です。

（１）モバイル開発需要で、お客様の投資が北米にとどまらず、アジア・欧州の
開発拠点でも分散して投資されていること

（２）基地局建設・保守用の計測器需要が昨年同期比で減少していること、
光・デジタル計測器で競争が激化していること
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営業キャッシュフローは、主に運転資本の改善により、６７億円の資金獲得とな
りました。営業キャッシュフロー・マージンは１３．９％となりました。

投資キャッシュフローは１６億円となりました。建設中の厚木サイトの新棟「グ
ローバル本社棟」の関連費用３０億円については、今後の支出を予定していま
す。

その結果、フリー・キャッシュフローは５１億円の資金獲得となりました。

財務キャッシュフローの４０億円の資金流出のうち、主なものは配当金の支払
い１４億円（１株配当１０円）、および借入金の借入と返済の相殺２４億円です。

以上の結果、現金同等物期末残高は、期首残高より１９億円増加の４５１億円
となりました。



２０１４年度の通期業績の見通しは、４月２４日に発表した計画を変更します。
変更する理由は次の通りです。

計測事業は、モバイル市場向け開発用計測器の需要トレンドには変化なく、下
期も強い需要を想定しています。一方、モバイル製造市場およびネットワーク・
インフラ市場、エレクトロニクス市場の受注水準が当初の想定を下回る見込み
です。ついては売上収益を下方修正し、営業利益は前年度実績の同水準へ見
直します。

産業機械事業については、上期の日本市場の停滞を織り込んで、売上
収益・営業利益共に下方修正します。

税引前利益、当期利益及び親会社の所有者に帰属する当期利益につい
ては、営業利益の修正、為替差益の計上による金融収益の改善等を織
り込んで修正しております。

なお、配当につきましては、期初計画どおり 1株当たり年間２４円（うち中
間配当は１２円）を予定しております。
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モバイル・ブロードバンド・サービスは、技術革新のみならずサービスの社会的
拡がりにおいて、もっとも急激な変革が起きている市場です。それに伴い、フー
ドチェインや価値連鎖の構造も刻々と変化しています。その結果、プレイヤー間
の合従連衡、事業の選択と集中の動きも目まぐるしく起きています。アンリツに
とって、そうした顧客動向は業績を左右するリスクでもあり、事業機会でもあり
ます。

アンリツはモバイルブロードバンドの発展を支えるグローバルマーケットリー
ダーとして、市場の変化の波を確実にとらえて、次々と台頭するプレーヤーも含
めて顧客との信頼関係を強固なものにする努力を続けてまいります。
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この下期には新製品も続々リリースします。

計測事業のネットワーク・インフラ市場向けには、７月に発売したネット
ワークの建設・保守に最適なMT1000Aに続いて MT1100A を販売開始し
ました。超高速ネットワークの研究・開発・製造・保守に一台で対応可能
であり、モジュールを追加することで今後の機能拡張も容易に行うことが
できる、新プラットフォームとなります。

産業機械事業では２つの新製品をリリースします。新しいX線異物検出機
はこれまでよりも費用対コスト性能の優れた、顧客訴求力の高い製品で
す。また、新しい金属検出器は操作性を改善したことにより、生産ライン
でのトラブルを減らすことができます。

情報通信事業からは、海外展開を目指して既存の帯域制御装置
PureFlow®を海外対応版とした新製品をリリースします。

主力のモバイル市場向け計測器を軸に、これらの新製品を加えて、下期
の目標達成に向けて取り組んで参ります。

14



15

三カ年計画ＧＬＰ２０１４で取り組んできた財務体質の改善は、目標を前倒しで
達成することができました。それらを踏まえて、資本効率の向上と株主還元の
充実を目的に、自己株式の取得を実施します。取得規模は、総額５０億円（ま
たは株数７百万株）を上限とするものです。

この取得により、ＧＬＰ２０１４（２０１２～２０１４年度）の３年間の総還元性向は４
３．１％となる計画です。今後とも「利益ある持続的成長」を基本方針に資本コ
ストを意識した経営を実践して、ＲＯＥ、ＡＣＥ（アンリツ独自の企業価値向上ＫＰ
Ｉ＝税引き後営業利益－資本コスト）、ＲＯＩＣなどの改善に取組み、企業価値を
向上させていきます。



株主・投資家のみなさまのご支援とご協力をお願いして、２０１５年３月期第２四
半期の業績報告とします。ご静聴ありがとうございました。
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